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1.  はじめに 
 

現在国内で最も高いビルとしては，高さ 300m の超高

層ビルが実現されている 1)。今後は高さ 300m を超える

超高層ビルの建設が複数計画されており，そこでは国

内未経験の高所へのコンクリート圧送が必要となる。

既往の高さ 200m 級の超高層ビルにおいて必要な圧送圧

力が10～12N/mm2程度であるのに対して，高さ300mを

超える超高層ビルの建設で必要な圧送圧力は 20N/mm2

程度に達すると予想される。海外では高さ 828m の超高

層ビルが実現し，高さ 600m への圧送が行われている 2)。

また，Yanらは水結合材比31%の高強度コンクリートを

555m の高さまで圧送しており，要した圧送圧力は最大

25N/mm2 程度で，コンクリートのスランプフローは圧

送した先で 40mm程度低下したと報告している 3)。一方

で国内では，20N/mm2 程度もの圧力が生じるポンプ圧

送についての施工事例や研究事例はほとんど無く，圧

送によるコンクリートの品質への影響や実現可能な吐

出量などのデータが不十分である。 
コンクリートの圧送性を評価・検討する方法に関し

て様々な研究例えば 4), 5)がなされているものの，現状では

圧送によるコンクリートの品質の変化を定量的に評価

できる試験方法は確立されていない。圧送によるコン

クリート品質の変化に関する資料がなく，コンクリー

トの要求品質を満足した圧送が可能か否かの予測がで

きない場合には，実大規模の圧送実験を行う必要があ

る 6)。この場合，特に長距離圧送配管を要する条件で

は多大な労力や費用を要するため，室内試験規模の評

価方法の確立が望まれている。 

図-1 実験の構成 
Fig.1  Composition of the experiment 

 
以上の背景を踏まえ，本研究では高さ 300m を超える

超高層ビルにおけるポンプ圧送によるコンクリート品

質の変化を把握し，その変化を室内試験により再現す

る方法を検討すること，ならびに，圧送によるコンク

リート品質の変化の要因を把握することを目的とした。 
実験の構成を図-1 に示す。図中には対応する節番号

を併記した。まず，高さ 300m を超える超高層ビルを想

定した 20N/mm2 程度の高い圧送圧力を要する長距離圧

送実験を行い，圧送前後におけるコンクリートのフレ

ッシュ性状の比較，ならびに圧送圧力等の施工データ

の測定を実施した。同実験で生じた圧送圧力を与えら

れる小型圧送性試験装置を設計，製作し，同実験によ

って生じたコンクリートの流動性の変化を，本装置を

用いた室内試験により再現する方法を検討した。また，

流動性の変化を再現した試験ケースについて，コンク

リート中のセメント粒子の分散，混和剤の吸着，骨材

の吸水等に着目した各種測定を行い，圧送による流動

性の変化が生じる要因を考察した。 

2.1～2.3：長距離圧送実験によるコンクリートのフレッシュ性状の

検討および圧送圧力等の施工データの測定 

↓ 

3.1：小型圧送性試験装置の設計，製作 

↓ 

3.2：圧送による流動性の変化を再現する室内試験方法の検討 

↓ 

4.1～4.2：圧送による流動性の変化が生じる要因の考察 

＊１ 技術センター 都市基盤技術研究部 構造研究室 
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2.  長距離圧送実験 
 
2.1  コンクリートの使用材料および調合 

長距離圧送実験を行うにあたり，高所圧送において

現時点で課題があると考えられる下記のコンクリート

を実験対象とした。 
(1) 高圧時の材料分離や軽量骨材の圧力吸水に伴う配

管閉塞が懸念される軽量コンクリート 1 種。 
(2) 超高層ビルへの適用事例が多い鋼管充填コンクリ

ートとして，低水セメント比で粘性が高く，圧入

に必要な高い流動性と流動保持性が要求される高

強度・高流動コンクリート。 
圧送実験に用いたコンクリートの使用材料および調

合を表-1，表-2に示す。軽量コンクリート 1種（以下，

LC という）は水セメント比 52%，スランプ 23(±2)cm
とした。高強度・高流動コンクリート（以下，HC とい

う）は中庸熱ポルトランドセメントを使用し，水セメ

ント比 24.9%，スランプフロー70(±10)cm とした。 
2.2  圧送実験概要 

検討を行うコンクリートの圧送条件については，LC
では最高圧送高さ 400m，最大吐出量 60m3/h，圧力損失

0.015N/mm2/m と想定し，圧送負荷は 14.7N/mm2 と算出

した。HC では最高圧送高さ 250m，最大吐出量 20m3/h，
圧 力 損 失 0.03N/mm2/m と 想 定 し ， 圧 送 負 荷 は

17.3N/mm2 と算出した。これらを満足する必要理論吐

出圧力は 21.6N/mm2 以上と算定され，これを満足する

最大理論吐出圧力を実現するコンクリートポンプを使

用した。なお，圧送負荷および必要理論吐出圧力の算

出には文献 6)を参照した。 
圧送実験に用いた各コンクリートはアジテータ車で

コンクリートポンプまで運搬した。圧送配管の水平換

算長さは LC が 855m，HC が 412m であり，全ての鋼製

圧送配管およびフレキシブルホース共に 125A を使用し

た。圧送配管の管内圧力はフラッシュダイアフラム型

圧力計を用いて計測した。フレッシュコンクリートの

試験は，荷卸し時および筒先についてスランプ，スラ

ンプフロー，空気量，コンクリート温度を測定した。

また，圧送および経時によるフレッシュ性状への影響

をそれぞれ確認するために，荷卸しの際に採取した試

料の一部を静置状態で保管し，筒先で採取した試料と

同時期に試験を実施した。 
2.3  圧送実験結果 

フレッシュ性状試験結果を表-3 に示す。LC では実吐

出量 50m3/h で最大管内圧力が 21.0N/mm2 となり，この

場合の荷卸し時に対する圧送後のスランプの低下量は 

表-1 軽量コンクリート 1 種の使用材料および調合 
Table 1  Materials and mix proportions of lightweight concrete 

記号 ｽﾗﾝﾌﾟ 
(cm) 

空気量 
(%) 

W/C 
(%) 

単位量（kg/m3） 
W1 C1 S1 S2 G1 

LC 23 5.0 52 185 356 447 458 402 
W1：地下水 
C1：普通ポルトランドセメント，密度 3.15g/cm3 
S1：陸砂，表乾密度 2.60g/cm3，粗粒率 2.40 
S2：石灰石砕砂，表乾密度 2.68g/cm3，粗粒率 3.20 
G1：人工軽量粗骨材，絶乾密度 1.30g/cm3,実積率 64.0%,吸水率 28%
※G1 の単位量は絶乾状態における値を示した。 
※高性能 AE 減水剤を単位セメント量の 0.6%使用した。 

 

表-2 高強度・高流動コンクリートの使用材料および調合 
Table 2  Materials and mix proportions of high-strength, 

high-fluidity concrete 

記号 ｽﾗﾝﾌﾟﾌﾛｰ 
(cm) 

空気量 
(%) 

W/C 
(%) 

単位量（kg/m3） 
W2 C2 S3 G2 

HC 70 2.0 24.9 185 743 619 870 
W2：上水道水 
C2：中庸熱ポルトランドセメント，密度 3.21g/cm3 
S3：山砂，表乾密度 2.60g/cm3，粗粒率 2.65 
G2：硬質砂岩砕石，表乾密度 2.67g/cm3，実積率 61.0% 
※高性能 AE 減水剤を単位セメント量の 1.4%使用した。 

 
表-3 フレッシュ性状試験結果 

Table 3  Fresh properties of concrete 

 
 
14cm であった。圧送による軽量コンクリートのスラン

プ低下量については，一般的な傾向は 1～4cm 程度 6)，

高さ 300m の超高層ビルの施工報告 1)では 0～5cm であ

る。これらと比べて本実験では，最大管内圧力が大き

かったことが骨材への圧力吸水量の増加につながり，

LC のスランプ低下量が大きくなったと考えられる。

HC では実吐出量 40.2m3/h で最大管内圧力が 21.3N/mm2

となり，この場合の荷卸し時に対する圧送後のスラン

プフローの低下量は 31cm であった。神代ら 7)の圧送実

験では，配管長 110m，実吐出量 45m3/h，最大管内圧力

約 9N/mm2の場合，中庸熱ポルトランドセメントを使用

した水セメント比 25.5%の高強度コンクリートの筒先

のスランプフローは，荷卸し時の 71cm に対して 20cm
程度低下している。本実験におけるスランプフローの

低下量の方が 11cm 程度大きくなっており，これは圧送

距離や管内圧力の増大が影響していると考えられる。 
以上の結果を踏まえ，次章では長距離圧送実験によ

って生じたコンクリートの流動性の変化を再現する室

内試験方法について検討した。 

実
吐出
量

最大
管内
圧力

ス
ラ
ン
プ

50cm
ﾌﾛｰ
到達
時間

空
気
量

ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ
温度

外
気
温

(m3/h) (N/mm2) (cm) 平均 (秒) (%) (℃) (℃)

荷卸し(圧送前) 24.5 47.6×47.3 47.5 - 5.0 15 10

静置(圧送無し) 22.5 42.8×41.8 42.5 - 5.6 14 11

筒先(圧送後) 10.5 24.2×23.8 24.0 - 4.2 21 11

荷卸し(圧送前) - 73.6×73.1 73.5 4.3 1.4 20 15

静置(圧送無し) - 76.9×75.5 76.0 3.6 0.9 19 15

筒先(圧送後) - 43.2×41.3 42.5 - 1.5 25 15

HC 40.2 21.3

調
合

試験時期

スランプフロー
(cm)

LC 50.0 21.0
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3.  圧送による流動性低下を再現する室内試

験方法の検討 
 
3.1  小型圧送性試験装置 

ポンプ圧送によるコンクリートの流動性の変化を再

現するために，配管内のコンクリートに圧力およびせ

ん断力を与える小型圧送性試験装置を設計，製作した。

本装置全体の外観を写真-1 に，配管部の外観を写真-2
に，配管部の概略図を図-2 に示す。本装置はコンクリ

ート試料を入れる直管を連結し，その両端に試料投入

口，シリンダーおよびロードセルを取り付けている。

油圧で作動するシリンダーにより配管内の試料に圧力

を加えつつ，試料を往復移動させる。両端のシリンダ

ーは共に配管内の試料を押す方向に油圧が作動し，両

シリンダーの油圧に差を設けることで，油圧の小さい

方のシリンダーが試料と共に押され，試料が配管内を

移動する。所定の位置までシリンダーが移動したら両

シリンダーの油圧の大小を切り換えることで，それま

で押す側だったシリンダーが試料と共に押されて反対

方向に移動する。これを繰り返すことで配管内の試料

を往復移動させる仕組みとした。配管内の試料には最

大 25N/mm2 程度の圧力を与えられる仕様とした。この

ような高い管内圧力を実現し，かつ室内で実施できる

規模の装置とするために，配管の内径をφ50mm と小

さくして油圧ポンプ等を含めた装置全体のサイズを抑

えることとした。後述するフレッシュ性状試験に要す

る試料の量を考慮して，配管の全長は 1100mm とした。

長さ 300mm の直管を 2 本と，長さ 250mm の直管を 2
本連結するかたちとし，配管部の中央に連結した長さ

250mm の配管 2 本について，管内圧力を計測する圧力

計を設置した。シリンダーのストローク長は最大約

300mm，移動速度はおよそ毎秒 25mm である。 
本装置の配管内径がφ50mm であるため，最大寸法

20mm の粗骨材を使用した通常のコンクリートでは，

内径φ125mm の配管を用いた長距離圧送実験と比べて，

配管内径に対する粗骨材径の比率が過大となる。そこ

で，本装置による圧送性試験は，ふるいにより 10mm
を超える粗骨材を除いたコンクリート（以下，G10mm
コンクリートという），モルタルおよびセメントペース

トを試験対象とした。また，事前に予備実験を行い，

通常のコンクリートと G10mm コンクリートおよびモル

タルのフレッシュ性状試験結果の相関関係を把握し，

得られた回帰式により，G10mm コンクリートおよびモ

ルタルのフレッシュ性状試験結果を通常のコンクリー

トのフレッシュ性状試験結果に換算して比較検討した。 

 
写真-1 小型圧送性試験装置の外観 

Photo.1  Appearance of compact pumping test equipment 
 

 
 
 

写真-2 配管部の外観 
Photo.2  Appearance of the piping section 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

図-2 配管部の概略図 
Fig.2  Schematic diagram of the piping section 

 
3.2  圧送性試験の概要および結果 

本章および次章の圧送性試験に用いた G10mm コンク

リート，モルタルおよびセメントペーストの使用材料

および調合を表-4 および表-5 に示す。同表に併記した

長距離圧送実験に用いたコンクリートの調合から，細

骨材や粗骨材を除いてモルタルおよびセメントペース

トの調合とした。練混ぜ量は 5.5L とし，練り上がった

試料について圧送性試験の実施直前にフレッシュ性状

試験を行った。試料を 2L 採取して本装置の配管内に投

入し，試料の加圧および管内移動を行った後，試料を

配管から取り出して練り返し，フレッシュ性状試験を

行った。その直後に，圧送性試験に用いずに静置させ

ておいた試料のフレッシュ性状試験を行った。 
各試料のフレッシュ性状試験について，G10mm コン

クリートでは JIS A 1171 によるスランプ試験におけるス

ランプ（以下，ミニスランプ）および当該スランプの

広がり（以下，ミニスランプフロー）を，モルタルお

よびセメントペーストでは JIS R 5201 のフロー試験に

おけるフロー値（以下，15 打フローという）もしくは，

上記フロー試験に従ってフローコーンを取り去った後

300 250 250 300 6060

1100 （単位：mm）

管内試料の移動方向

管内試料の移動方向 内径φ50mm

試料投入口 

シリンダー 

ロードセル 

制御盤 

油圧ポンプ 

試料配管 

シリンダー 

ロードセル 

圧力計 シリンダーの油圧方向 シリンダーの油圧方向 

試料投入口 試料投入口 

シリンダー(油圧:大) シリンダー(油圧:小) 

シリンダー油圧大小の切換え 

による管内試料の往復移動 
シリンダー(油圧:小) シリンダー(油圧:大) 
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のモルタルの広がり（以下，0打フローという）を測定

した。また，いずれも試料温度を測定した。圧送性試

験およびフレッシュ性状試験は温度 20℃，相対湿度

70%RH に設定した恒温恒湿室で実施した。 
圧送性試験における管内圧力履歴の一例を図-3 に示

す。圧送性試験においても実際のポンプ圧送のように，

管内圧力が筒元で最大となり筒先に向かって低下して

いく圧力履歴となるよう試みたが，装置の都合上，試

験開始後から徐々に圧力を高くしていく圧力履歴とし

た。梁らは，圧送性評価装置を用いた室内試験におい

て，配管内コンクリートの積算受圧量から，コンクリ

ート品質の変化による閉塞が生じる圧送距離を評価し

ている 5)。圧送によるコンクリート品質の変化に積算

受圧量が関係していると考え，本圧送性試験において

はコンクリートの積算受圧量が長距離圧送実験と同等

になるよう，最大管内圧力および圧送時間を設定した。 
フレッシュ性状試験結果を表-6 に示す。表-6 のスラ

ンプフロー換算値と，表-3 に示した長距離圧送実験に

おけるスランプフローを比較すると，静置の結果およ

び筒先と圧送性試験後の結果が近い傾向となった。す

なわち LC では，長距離圧送実験の静置 42.5cm に対し

て圧送性試験の静置 43.9cm，筒先 24.0cm に対して圧送

性試験後 29.1cm となり，HC では，長距離圧送実験の

静置 76.0cm に対して圧送性試験の静置 74.1cm，筒先

42.5cm に対して圧送性試験後 45.4cm となった。また，

長距離圧送実験では筒先のコンクリート温度が経時と

比べて 6～7℃高くなっており，圧送性試験では，次章

の試験結果も含めると圧送性試験後の試料温度が静置

と比べて最大 6.3℃高くなった。 
小型圧送性試験装置を用いた室内試験によって，実

際の高所圧送と同等の管内圧力および圧送時間の条件

下で，圧送によるコンクリートの流動性低下を再現で

きる可能性を得た。次章では，小型圧送性試験装置を

用いて管内圧力の大小や管内移動の有無等を変えた圧

送性試験，ならびにコンクリート中のセメント粒子の

表面積や混和剤吸着量，骨材の含水率等に着目した測

定を行い，圧送によるコンクリートの流動性低下の要

因を検討した。 
 
4.  流動性の低下が生じる要因の検討 
 
4.1  圧送による流動性低下に及ぼす要因の絞込み 

管内圧力の大小や管内移動の有無，骨材の有無等を

変えて前述した圧送性試験を実施し，これらが圧送後

の流動性低下に及ぼす影響を検討した。G10mm コンク 

表-4 軽量コンクリート 1 種の使用材料および調合 
Table 4  Materials and mix proportions of lightweight concrete 

種類 空気量 
(%) 

W/C 
(%) 

単位量（kg/m3） 
W1 C1 S1 S2 G1 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 5.0 52 185 356 439 448 402 
G10mm ｺﾝｸﾘｰﾄ 5.8 52 214 414 505 519 260 

ﾓﾙﾀﾙ 7.2 52 268 515 632 650 - 
ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ - 52 532 1023 - - - 

W1：地下水 
C1：普通ポルトランドセメント，密度 3.15g/cm3 
S1：陸砂，表乾密度 2.55g/cm3，粗粒率 2.40 
S2：石灰石砕砂，表乾密度 2.62g/cm3，粗粒率 3.20 
G1：人工軽量粗骨材，絶乾密度1.30g/cm3,実積率64.0%,吸水率28% 
※G1 の単位量は絶乾状態における値を示した。 
※コンクリートにおける目標スランプ 23±2cm を得るために高性能

AE 減水剤を単位セメント量の 0.9～1.2%の範囲で使用した。 
なお，セメントペーストは混和剤無しで十分な流動性を得られた。

 
表-5 高強度・高流動コンクリートの使用材料および調合 

Table 5  Materials and mix proportions of high-strength, 
high-fluidity concrete 

種類 空気量 
(%) 

W/C 
(%) 

単位量（kg/m3） 
W2 C2 S3 G2 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 2.0 24.9 185 743 619 870 
G10mm ｺﾝｸﾘｰﾄ 2.5 24.9 232 932 775 415 

ﾓﾙﾀﾙ 3.0 24.9 275 1104 913 - 
ｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ - 24.9 424 1703 - - 

W2：上水道水 
C2：中庸熱ポルトランドセメント，密度 3.21g/cm3 
S3：山砂，表乾密度 2.60g/cm3，粗粒率 2.65 
G2：硬質砂岩砕石，表乾密度 2.68g/cm3，実積率 61.0% 
※コンクリートにおける目標スランプフロー70±10cm を得るために

高性能 AE 減水剤を単位セメント量の 1.1～1.46%の範囲で 
使用した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 圧送性試験における管内圧力履歴の一例 
Fig.3  Example of in-pipe pressure history in pumping test 

 
表-6 フレッシュ性状試験結果 

Table 6  Fresh properties of concrete 

 

ミニ
スランプ

スランプ
換算値

スランプ
フロー
換算値

試料
温度

(cm) 平均 (cm) (cm) (℃)

圧送性試験前 12.4 215 × 211 213 22.6 46.2 20.8

静置 12.0 204 × 199 202 22.1 43.9 20.3

圧送性試験後 8.9 130 × 122 126 14.0 29.1 21.0

圧送性試験前 13.9 346 × 342 344 - 72.4 22.2

静置 13.9 358 × 356 357 - 74.1 21.0

圧送性試験後 12.0 204 × 200 202 - 45.4 23.3

LC

HC

調
合

試験時期

ミニスランプ
フロー

(mm)
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リートのフレッシュ性状試験結果を表-7 に示す。圧力

および管内移動を生じさせず，前述した試験時間だけ

配管内で静置させた試料についても流動性が若干低下

した。配管内から試料を取り出す作業の際に，セメン

トペースト分のロスが生じているためと考えられる。

この低下量をオフセット値として各試験の低下量から

差し引いて比較検討することとした。圧送性試験後の

スランプフロー換算値の低下量を図-4 に示す。図-4(a)
より，管内圧力を最大 21N/mm2 程度とした場合に，管

内移動無しの条件よりも管内移動有りの条件の方が，

スランプ・スランプフロー換算値が低下した。管内移

動によってコンクリートに生じたせん断力が，流動性

の低下に影響したと考えられる。図-4(b)より，管内移

動有りの場合に，最大管内圧力が 5N/mm2 よりも

21N/mm2 の方がスランプ・スランプフロー換算値の低

下しており，管内圧力の大小がコンクリートの流動性

の低下に影響することが確認された。 
モルタルについて，LC の圧送性試験後のスランプ換

算値の変化量は－0.2cm，HC の圧送性試験後のスラン

プフロー換算値の変化量は+1.8cm となった。セメント

ペーストについては LC および HC 共に 0 打フローの変

化はほとんど生じなかった。これらの結果から，圧送

によるコンクリートの流動性低下には粗骨材の存在が

大きく影響していることが分かった。この要因として

は，粗骨材自身の吸水や欠損，すりへりのほか，コン

クリート中の粗骨材の移動によってセメントペースト

や細骨材に及ぼすせん断力の影響が考えられる。また，

モルタルおよびセメントペーストの圧送性試験後の試

料温度は上昇しておらず，長距離圧送実験で確認され

た圧送後におけるコンクリート温度の上昇は，粗骨材

が混入することで生じることが分かった。 
以上を踏まえ，圧送による流動性低下の主要因を圧

力およびせん断力の 2 種類，主要因が影響を及ぼす対

象をセメントペースト，細骨材，粗骨材の 3 種類に分

類し，流動性低下の要因を表-8に示す分類記号A～Fの

6 種類と仮定した。 
分類記号 A についてはセメントペーストの圧送性試

験結果から，流動性への影響は無いと判断した。 
分類記号 B および C について，軽量骨材のように吸

水率の大きい細骨材や粗骨材を使用した場合，骨材へ

の圧力吸水が流動性低下の要因になり得ると考えられ

る。なお，本研究の検討調合では，細骨材への圧力吸

水は流動性に影響を及ぼしていないと判断した。 
分類記号 D について，セメントペーストおよびモル

タルの圧送性試験結果から，これら単体の圧送によっ 

表-7 フレッシュ性状試験結果（G10mm コンクリート） 
Table 7  Fresh properties of concrete 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 圧送性試験後のスランプフロー換算値の低下量 
Fig.4  Decrease in slump flow conversion value after pumping test 

 
表-8 流動性低下の要因および測定項目 

Table 8  Cause of decline in fluidity and measurement items 
分類 
記号 

主 
要因 

対象 想定される現象 測定項目 

A 

圧力 

セメント 
ペースト 

・本研究においては流動性への影響 
は無いと判断 

- 

B 細骨材 
・本研究においては流動性への影響 

は無いと判断 
- 

C 粗骨材 
・粗骨材の圧力吸水によるセメント 
ペースト中の水分の減少 

・粗骨材の含水率 

D 

せん

断力 

セメント 
ペースト 

・セメント粒子の分散による 
表面積の増大 

・水和の促進，凝結時間の短縮 
・混和剤吸着量の変化 

・セメント粒子の 
BET 比表面積 

・凝結時間 
・混和剤吸着量 

E 細骨材 
・細骨材の欠損，すりへりによる 
細粒分の増加 

・骨材粒度分布 

F 粗骨材 
・粗骨材の欠損，すりへりによる 
細粒分の増加 

・骨材粒度分布 

 
て生じるせん断力は流動性にほとんど影響を及ぼさな

いが，粗骨材が混入することで生じる圧送時のせん断

力は，流動性に影響を及ぼすものと推察した。 
分類記号 E および F について，圧送時に粗骨材と周

囲の細・粗骨材および管壁との間で生じる衝突や摩擦

(cm) ｵﾌｾｯﾄ
後

ｵﾌｾｯﾄ
後

(℃)

静置 11.3 191 21.4 41.8 22.3

装置内静置後 11.3 167 19.4 37.1 21.3

静置 11.5 188 21.3 41.3 21.5

圧送性試験後 8.5 132 14.9 30.2 21.4

静置 11.8 192 21.5 42.1 21.4

圧送性試験後 5.3 110 11.1 25.9 22.7

静置 12.1 210 22.5 45.6 21.6

圧送性試験後 9.0 142 16.3 32.2 22.3

静置 14.1 367 - 75.3 23.8

装置内静置後 14.1 351 - 73.4 22.5

静置 14.1 368 - 75.4 22.6

圧送性試験後 13.7 317 - 68.5 22.3

静置 14.0 366 - 75.1 22.5

圧送性試験後 12.5 206 - 46.2 26.0

静置 14.1 368 - 75.4 22.7

圧送性試験後 13.0 262 - 58.7 25.6

-28.9 -27.0

5 有り - - -16.7 -14.8

0.0

21 無し - - -6.9 -5.0

HC

0
(ｵﾌｾｯﾄ) 無し - - -1.9

21 有り - -

-16.2 -11.5

5 有り -6.2 -4.2 -13.4 -8.7

0.0

21 無し -6.4 -4.4 -11.1 -6.4

LC

0
(ｵﾌｾｯﾄ) 無し -2.0 0.0 -4.7

21 有り -10.4 -8.4

スランプ換算値 スランプフロー換算値 試料
温度(cm) 低下量 (cm) 低下量調

合

最大
管内
圧力

(N/mm2)

管内
移動

試験時期

ミニス
ランプ

ミニス
ランプ
フロー
(mm)
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ラ
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LC HC

(a)最大管内圧力21N/mm2

■ 管内移動 無し

〇 管内移動 有り

(b)管内移動有り

▲ 最大管内圧力 5 N/mm2

〇 最大管内圧力 21 N/mm2
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によって，欠損やすりへりが生じると推察した。これ

により，コンクリート中の骨材の粒度が細かくなるこ

とで流動性が低下すると考えた。 
次節では分類記号 C，D，E，F の可能性を検討し，

圧送によるコンクリートの流動性低下が生じるメカニ

ズムについて考察した。 
4.2  圧送による流動性低下メカニズムの考察 

G10mm コンクリートを用いて最大管内圧力 21N/mm2

以上，管内移動有りの条件で圧送性試験を行い，圧送

性試験後の試料および静置した試料のフレッシュ性状

試験を実施した後，各試料について表-8 に示した各種

測定を行った。また，予め 105℃で絶乾状態にした人工

軽量粗骨材を用いた LCについて，上記と同様に圧送性

試験およびフレッシュ性状試験を実施した後，粗骨材

の含水率の測定を行った。フレッシュ性状試験結果お

よび測定項目を表-9 に示す。 
4.2.1  粗骨材の含水率 

粗骨材の含水率は，ウェットスクリーニングにより

採取した粗骨材について，骨材表面の水分を布でふき

取った後の質量および 105℃で絶乾状態にした質量を測

定して算出した。粗骨材の含水率測定結果を図-5 に示

す。LC の圧送性試験後の粗骨材含水率は 23.0％から

23.2%に若干増大した。軽量粗骨材を絶乾状態で使用し

た場合では，粗骨材含水率は 2.5%から 14.3%に著しく

増大しており，流動性も大きく低下した。軽量粗骨材

が十分に含水していないと圧送時にコンクリート中の

水分が吸水され，流動性低下の要因になることが確認

された。HC では圧送性試験後の粗骨材含水率は 0.89%
から 0.86%とわずかな変化量であり，粗骨材への圧力

吸水は流動性低下の要因ではないと考えられる。 
4.2.2  凝結時間 

凝結時間は，ウェットスクリーニングにより採取し

たモルタルについて，自動凝結試験装置を用いて測定

した。凝結時間測定結果を図-6 に示す。LC および HC
共に圧送性試験後の凝結時間は早くなった。始発時間

を比べると，LC では 59 分（8 時間 6 分→7 時間 7 分），

HC では 2 時間 22 分（8 時間 8 分→5 時間 46 分）早く

なった。圧送により水和の促進や高性能AE減水剤の分

散効果の低下が生じた可能性が示唆された。 
4.2.3  セメント粒子の比表面積 
セメント粒子の BET 比表面積の測定手順は次のとお

りとした。ウェットスクリーニングにより採取したモ

ルタルをアセトンと混合，撹拌し，吸引ろ過によりモ

ルタルの固相部を取り出す作業を 3 回繰り返した後，

モルタルの固相部をアセトンに 1 日浸漬した。40℃で 

表-9 フレッシュ性状試験結果および測定項目 
Table 9  Fresh properties of concrete and measurement items 

 
 

 
図-5 粗骨材の含水率 

Fig.5  Water content of coarse aggregate 
 
24 時間以上乾燥させた後の固相部を 0.075mm でふるっ

て粉末試料とし，105℃で乾燥させて測定用試料とした。

BET 比表面積は窒素吸着法一点式により測定した。 
セメント粒子の BET 比表面積測定結果を図-7 に示す。

圧送性試験後のセメント粒子のBET比表面積は，LCで

は 3.04m2/g から 3.14m2/g に，HC では 2.88m2/g から

3.30m2/g に増大した。菅俣ら 8)は，ミキサの練混ぜ時間

を 10～30 分程度延長することにより，中庸熱ポルトラ

ンドセメントを使用したモルタルにおけるセメント粒

子の比表面積が，およそ 2.8m2/g から 3.2～3.3m2/g に増

大することを確認している。この要因について菅俣ら

は，練混ぜによって粒子の分散化が進行すると，水和

反応生成物の増加に伴いセメント粒子の比表面積が大

きくなると報告している。本実験において，圧送性試

験後に凝結時間が短縮し，セメント粒子の比表面積が

増大した結果から，コンクリートの圧送時にはミキサ

による練混ぜと同様の現象が起きていると推察される。 

ミニス
ランプ

試料
温度

(cm) 平均 (cm) 低下量 (cm) 低下量 (℃)

静置 12.7 223 × 217 220 22.8 47.6 21.3

圧送性試験後 8.8 132 × 122 127 14.1 29.3 21.3

静置 13.0 233 × 232 233 22.9 50.0 21.1

圧送性試験後 9.3 130 × 126 128 14.3 29.5 21.4

静置 12.5 218 × 206 212 22.5 46.0 20.9

圧送性試験後 8.3 137 × 130 134 15.2 30.6 21.5

静置 12.9 236 × 225 231 22.9 49.6 21.8

圧送性試験後 9.2 140 × 132 136 15.5 31.1 22.3

静置 12.3 244 × 242 243 22.9 52.1 20.5

圧送性試験後 4.5 114 × 110 112 11.5 26.4 22.0

静置 14.0 357 × 356 357 - 74.1 21.3

圧送性試験後 8.7 140 × 139 140 - 28.3 25.0

静置 14.2 362 × 349 356 - 73.9 22.4

圧送性試験後 9.0 131 × 129 130 - 25.5 28.7

静置 14.0 352 × 349 351 - 73.3 20.5

圧送性試験後 12.5 189 × 187 188 - 41.8 24.2

静置 14.0 351 × 341 346 - 72.7 20.1

圧送性試験後 7.9 124 × 121 123 - 23.2 26.1

LC

-8.7 -18.3 セメント粒子の
比表面積

-8.6 -20.5 凝結時間

調合 試験時期

ミニスランプ
フロー

スランプ
換算値

スランプフ
ロー換算値 測定項目

-7.3 -15.4 混和剤吸着量

-7.4 -18.5 骨材粒度分布，
粗骨材の含水率

(mm)

凝結時間

- -31.5 混和剤吸着量

- -49.5 骨材粒度分布，
粗骨材の含水率

LC
絶乾

粗骨材
-11.4 -25.7 粗骨材の吸水率

HC

- -45.8 セメント粒子の
比表面積

- -48.4
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4.2.4  混和剤吸着量 
混和剤吸着量の測定手順は次のとおりとした。ウェ

ットスクリーニングにより採取したモルタルを遠心分

離器にかけて液相を採取し，TOC 計を用いて全有機炭

素量を測定した。この液相中に残存している混和剤量

（以下，未吸着量という）を，混和剤添加量から差し

引いて得られた値を吸着量とした。 
高性能AE減水剤の吸着量および未吸着量の測定結果

を図-8 に示す。LC および HC 共に圧送性試験後の未吸

着量は減少した。菅俣ら 8),9)によると未吸着量が多いと

高性能AE減水剤の粒子分散効果が大きくなることが確

認されている。すなわち未吸着量が減少すると，高性

能AE減水剤の粒子分散効果が小さくなり，コンクリー

トの流動性が低下すると考えられる。したがって，本

実験におけるコンクリートの流動性の低下は，高性能

AE 減水剤の未吸着量の減少が要因のひとつであると考

えられる。このような未吸着の高性能AE減水剤が分散

効果を示す仕組みとしてデプレッション分散安定化効

果 10)が挙げられる。これは，未吸着高分子あるいは飽

和吸着後の余剰高分子が溶液中に存在する場合，分散

粒子が接近してもその隙間に余剰高分子が存在し，粒

子が凝集できずに粒子の分散安定化に作用する効果で

ある。特に超高強度コンクリートのような富配合な系

では，減水剤を過剰添加し所要の流動性を得ているこ

とが多く，このような場合，減水剤が結合材粒子に吸

着せずにフリーな状態で存在し，分散安定化に大いに

寄与すると考えられている 11)。本実験の場合，未吸着

量の減少による流動性低下への影響は，LC よりも富配

合である HC の方が大きいものと考えられる。 
混和剤の吸着量および未吸着量をセメント粒子の

BET 比表面積で除した単位セメント表面積当たりの混

和剤量を図-9 に示す。圧送性試験後の単位セメント表

面積当たりの吸着量は，LCが 0.86mg/m2から 0.85mg/m2

に，HC が 1.44mg/m2 から 1.42mg/m2 に減少した。菅俣

ら 8)は，ミキサの練混ぜ時間を 10～30 分程度延長する

ことにより，中庸熱ポルトランドセメントを使用した

モルタルにおける単位セメント表面積当たりの吸着量

が，約 2.75mg/m2 から 2.65～2.72mg/m2 に減少すること

を確認している。また，単位セメント表面積当たりの

吸着量が多いほど高性能AE減水剤の粒子分散効果が大

きくなることを示している。本実験においても，単位

セメント表面積当たりの吸着量の減少によって，高性

能AE減水剤の粒子分散効果が小さくなり，コンクリー

トの流動性が低下したと考えられる。 
混和剤の未吸着量についても，単位セメント表面積 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 凝結時間        図-7 セメント粒子の表面積 
Fig.6  Setting time   Fig.7  Surface area of cement particles 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 骨材の粒度分布 
Fig.10  Particle size distribution of aggregate 

 
当たりの未吸着量を用いて比較すると，圧送性試験後

の上記未吸着量は，LC では 0.16mg/m2 から 0.13mg/m2

に，HC では 0.95mg/m2 から 0.67mg/m2 に減少した。こ

の減少率は LC よりも HC の方が大きくなっており，こ

のことからも，前述したとおり未吸着量の減少による

流動性低下への影響はHCの方が大きいと考えられる。 

図-8 混和剤の吸着量および

未吸着量 
Fig.8  Adsorbed and 

unadsorbed amount of admixture 

図-9 単位セメント表面積

当たりの混和剤量 
Fig.9  Amount of admixture 
per unit cement surface area 
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4.2.5  骨材粒度分布 
骨材粒度分布は，G10mm コンクリート試料を水洗い

しながらふるい分けを行い，各試料を 105℃で乾燥させ

た後に質量を測定して求めた。ふるい分けには呼び寸

法 10，5，2.5，1.2，0.6，0.3，0.15mm のふるいを使用

した。骨材の粒度分布測定結果を図-10 に示す。LC で

は静置および圧送性試験後の粒度分布はほぼ同等であ

った。一方 HC では，ふるいの呼び寸法 0.6mm 以上の

範囲で圧送性試験後の粒度分布が細かい方へ若干シフ

トした。コンクリートの調合や使用骨材の種類によっ

ては，圧送により骨材の欠損やすりへりが起き，細粒

分が増加する可能性が見られた。  
4.2.6  測定結果および考察のまとめ 

以上より，コンクリートの圧送によってセメント粒

子の比表面積，混和剤吸着量，骨材の含水率や粒度分

布等に変化が生じることが分かった。軽量骨材への圧

力吸水やセメント粒子の比表面積の増大，液相中に残

存する混和剤未吸着量の減少，単位セメント表面積当

たりの混和剤吸着量の減少，骨材の欠損やすりへりに

よる細粒分の増加といった複数の要因が，圧送による

コンクリートの流動性低下に影響を及ぼしており，各

要因の影響度はコンクリートの種類や調合によって異

なると考えられる。 
 
5.  まとめ 
 

本研究では，軽量コンクリート 1 種および高強度・

高流動コンクリートを対象として，高さ 300m を超える

超高層ビルを想定した高圧圧送がコンクリートの流動

性に及ぼす影響を実大規模の圧送実験により確認した。

また，この影響を小型の試験装置を用いた室内試験で

評価する方法について検討すると共に，圧送による流

動性の変化が生じる要因について考察した。本研究で

得られた結果を以下に示す。 
(1) 高さ 300m を超える超高層ビルを想定した長距離圧

送実験の結果，実吐出量 40～50m3/h を得るための

圧送圧力は 21N/mm2程度に達し，既往の圧送圧力 9
～12N/mm2までのポンプ圧送よりも筒先のスランプ

およびスランプフローの低下量は大きくなった。 
(2) 配管内のコンクリートに圧力およびせん断力を与

える小型圧送性試験装置を考案した。本装置を用い

た室内試験によって，実際の高所圧送と同等の管内

圧力および圧送時間の条件下で，圧送によるコンク 
 
 

リートの流動性低下を再現できる可能性を得た。 
(3) 小型圧送性試験装置を用いた室内試験の結果，圧

送によるコンクリートの流動性低下には，粗骨材の

存在が大きく影響していることが分かった。 
(4) 小型圧送性試験装置を用いた室内試験および各種

測定の結果，圧送によってセメント粒子の比表面積

や混和剤吸着量等に変化が生じることが分かった。

圧送によるコンクリートの流動性低下には下記①～

⑤の要因が影響しており，各要因の影響度はコンク

リートの種類や調合によって異なると考えられる。 
① 軽量骨材への圧力吸水 
② セメント粒子の比表面積の増大 
③ 液相中に残存する混和剤未吸着量の減少 
④ 単位セメント表面積当たりの混和剤吸着量の減少 
⑤ 骨材の欠損，すりへりによる細粒分の増加 
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